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低 CO2 川崎ブランド等推進協議会とは

低CO2川崎ブランドのロゴマークは「大気
（背景の青い部分）にCO2（分子構造）が一つ。」
を表しています。
CO2は川崎市の「川」にも見立てています。

● �川崎市では、地球温暖化対策について、「環境」と「経済」の調和と好循環を図りながら取組を
進めています。

● �こうした取組の一つとして、市内企業の有する優れた環境技術によりCO2削減につながる製品・
技術、サービスを認定・認証する「低CO2川崎ブランド」と「川崎メカニズム認証制度」を実施
しています。

● �平成28年度からは、認定・認証製品等のより一層の普及促進を図るため、川崎市と産業支援団
体等が連携して「低CO2川崎ブランド等推進協議会※」を発足し、両事業の運営を行っています。

● �同協議会では、CO2 が削減された川崎発の製品等が、市内だけでなく地球規模で普及等する
ことにより、地球温暖化対策の推進に貢献していきたいと考えており、認定・認証事業者の
活動や製品等を積極的に広報するとともに、必要な支援策を検討し取組を進めています。

※�低CO2川崎ブランド等推進協議会は、川崎商工会議所、公益財団法人川崎市産業振興財団、NPO法人産業・
環境創造リエゾンセンター、川崎信用金庫、川崎市で構成しています。

川崎の優れた環境技術を活かした製品・技術等が 
地球規模での温室効果ガスの削減に貢献

低CO2 川崎ブランド
ロゴマーク

川崎メカニズム認証制度
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原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

■ �ライフサイクル全体（原材料調達から生産、廃棄・リサイク
ルまで）でCO2削減に貢献する川崎発の製品・技術等を評価
し、広く発信することを通して地球温暖化対策を図ります。

■ �ライフサイクル全体でのCO2削減効果の考え方を普及さ
せることにより、川崎市全体の環境意識・スキルの向上を
図ります。

■ �地球規模で温室効果ガスの排出削減に貢献している事業者
が、市場で適切に評価される仕組みづくりを推進します。

■ �ライフサイクル全体を通した温暖化対策への貢献を評価

● 自社の製品等のCO2削減量を自主算定

川崎市内で製造または研究開発（確立）され、
ライフサイクル全体でCO2排出削減に貢献している製品・技術
川崎市内で提供または企画（確立）され、
ライフサイクル全体でCO2排出削減に貢献しているサービス

　応募製品・技術等が以下の基準を満たすことを、「算定ガイドブック」等に基づき審査します。

低 CO2 川崎ブランドとは

製品・技術部門

サービス部門

生　産原材料
調　達 環境配慮製品に

よる排出増

環境配慮製品に

流　通 使　用 廃　棄

よる排出削減

低CO2川崎ブランドの考え方

ライフサイクル全体で見ると、大きな削減効果！

目　的

特　徴

部　門

認定基準

■ �製品・技術、サービスを対象
● 最終製品、素材、部品、
　 研究開発活動、プロセス技術
● 組織の規模を問わず、
　 大企業、中小企業、団体も対象
● 各種サービスも対象

● 川崎国際環境技術展での認定結果発表会
　（表彰状及び楯の授与）・ブース展示
● �エコプロなどに出展し、全国に向けて情報発信
● ホームページやパンフレットなどでの広報
● �かわさき低CO2ビジネス交流会でのプレゼンテー
ション

● 低CO2川崎ブランドロゴマークの使用
● 製品展示用楯の利用（事前申込制）
●「市内事業者エコ化支援事業」での優遇
●「環境対策資金融資」での優遇
　 ＊ 条件を満たす必要があります。

　　　● �事業活動地球温暖化対策計画書・報告書へ
の反映

　　　　 ＊ �事業者が提出する計画書・報告書の中にブランド
認定結果を記載できます。

※�相談会や算定講習会等を開催し、削減量の算定方法や申請書等の記入方法に
関する説明及び個別の支援を行います。

❶ ライフサイクルでの環境効率の向上
❷ 独自性・先進性
❸ 市民、社会全体の取り組みの推進
❹ 国際的な貢献
※�❶の基準を満たすことを必須とし、❷～❹の基準については少
なくとも1項目以上に該当する必要があります。

〈大賞について〉
認定基準のほか、「川崎の特徴・強みを活か
した低炭素社会の構築への貢献度」を総合
的に評価して特に優れたものを大賞として
選定します。

製品展示用楯

低 CO2 川崎ブランドに
認定されると…

低 CO2 川崎ブランドに
認定されると…

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

発電燃料を化石燃料からバイオマスとすることで、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

製鉄原料の歩留り向上により生産性を改善し、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

再生材を利用することで、原料骨材調達に係るCO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

本体の小型・軽量及び省電力化により、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

原材料の削減及び使用時の省電力化により、CO2 排出量を削減。

従来製品と比較
してCO2減少

従来製品と比較
してCO2増加

従来製品と比較
してCO2増減なし

凡例
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宮松エスオーシー株式会社
製品・技術部門

お問合せ先
宮松エスオーシー株式会社

〒211-0051 川崎市中原区宮内1-22-7
TEL 044-777-0184
FAX 044-740-1538
http://www.miyamatsu-soc.co.jp

製品・技術の概要

ライフサイクルでのCO2 削減効果

　不要になった余剰生コンクリートを独自技術により骨材
として再資源化し、その骨材を配合した生コンクリート。

　同社従来製品と比較して、約 25％の CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

発電燃料を化石燃料からバイオマスとすることで、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

製鉄原料の歩留り向上により生産性を改善し、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

再生材を利用することで、原料骨材調達に係るCO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

本体の小型・軽量及び省電力化により、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

原材料の削減及び使用時の省電力化により、CO2 排出量を削減。

従来製品と比較
してCO2減少

従来製品と比較
してCO2増加

従来製品と比較
してCO2増減なし

低 CO2 川崎ブランド’16 大賞

こんじゃりコン

捨てるしかなかった生コンに再利用の道を
生コンクリート（生コン）は、セメント、骨材（砂、砂利
等）と水からできており、ミキサー車で攪拌しなければす
ぐに固まってしまう特性を持っています。現場で不足す
ることを防ぐために生じる余剰生コンの処理問題は、生
コン会社にとって永遠のテーマです。一般的には、その
まま硬化させたり、予め固液分離して減量化を図ったり
した上で産業廃棄物として処理します。廃棄せず再生路
盤材等に再利用する方法もありますが、現在の方法では
再利用にエネルギーやコストが掛かるため、多くの場合
は廃棄物として処理されています。
そこで、これまでと異なる方法で余剰生コンを再利用
する方法を検討しました。これまでは水を使用して原料
を分離する方法がありましたが、多くの水を使用する必
要があるため、環境に優しい方法とは言い難いものでし
た。そこで弊社は、固まる前の余剰生コンを水洗いする
ことなく再原料化する方法を研究し、団粒化処理技術※

の開発に成功しました。この技術を利用して余剰生コン
から地場産の骨材として再生化し、天然資源の節約と低
炭素化を目的とした生コン「こんじゃりコン」を製品化
しました。
他にはない低炭素・省資源のコンクリート
住宅や施設などには、一般的にJIS規格に定められた

生コンを用いることが求められているため、製品化を実
現した「こんじゃりコン」を、一般的な流通にのせるに
はさらなる努力が必要です。
そこで、本製品は、JIS規格外生コンとして、土間や、

外構工事で使われる生コンとして利用を図っています。
また、一般の生コン原料の骨材は、遠方の産地から運

ばれた天然資源が使用されますが、本製品では、弊社の
余剰生コンを再資源化しているため、調達時にかかるエ
ネルギー等を抑えることが可能です。さらに、すでに配
合設計され、バランスが保たれた状態なので、調合も容
易であり、通常の生コンクリートと同等の性能を有する
ことを確認しています。今後は「こんじゃりコン」を広
く普及させることで、JIS規格を見直すきっかけとして
いきたいと考えています。
生コン業界のゴミゼロ化を目指す
弊社は、喫緊の課題である地球温暖化対策において、

この業界としても取り組む必要性を感じ、品質を落とす
ことなく、低炭素化を進めたコンクリートの製造を目指
してきました。これからは、本製品の普及を目指し、関
係機関や消費者に利用を働きかけ、地球温暖化対策の取
り組みに貢献していきます。
また、弊社は、生コン製造販売が主業であり循環型社

会の実現に向けて、環境負荷を意識して産業廃棄物の減
量化（Reduce）と再利用（Recycle）について積極的に取
り組み、継続的な環境マネジメントの確立を目指してい
ます。これまでの産廃処理の工夫によるものから、全量
再利用の団粒化処理技術で「こんじゃりコン」を製造す
ることにより、業界のゴミゼロ化を目指したいと考えて
います。

余剰生コンを再生利用して低炭素・
省資源を実現

取締役会長
村松  直秀 氏

生コンクリート製造販売
骨材一式販売事業内容

執行役員/
環境開発事業部部長
青山　要 氏

人工漁礁用のコンクリートブロック

※団粒化処理技術
　�液状の生コンを瞬時に空隙の多い塊に変化させる技術
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川崎バイオマス発電株式会社
C O 2 フリー電気

お問合せ先
川崎バイオマス発電株式会社

〒210-0867 川崎市川崎区扇町12番6号
TEL 044-201-6775
FAX 044-201-6776
http://www.kawasaki-biomass.jp/

製品・技術の概要

ライフサイクルでのCO2 削減効果

首都圏で発生する建築廃材・剪定枝から
作られた木質チップや食物残渣由来の燃料
を利用して発電した電気。

公共電力と比較して、約98％のCO2

排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

発電燃料を化石燃料からバイオマスとすることで、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

製鉄原料の歩留り向上により生産性を改善し、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

再生材を利用することで、原料骨材調達に係るCO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

本体の小型・軽量及び省電力化により、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

原材料の削減及び使用時の省電力化により、CO2 排出量を削減。

従来製品と比較
してCO2減少

従来製品と比較
してCO2増加

従来製品と比較
してCO2増減なし

都市部で発電事業を展開
川崎バイオマス発電所は、石油・
石炭等の化石燃料を使用せず、木質

バイオマス燃料を利用するバイオマス専焼発電設備で、
「CO2フリー電気」を供給する環境にやさしい発電所です。
弊社は、住友共同電力株式会社、住友林業株式会社、
フルハシEPO株式会社の3社のジョイントベンチャーで
す。国内のバイオマス発電所の多くは、林地から排出さ
れる木材を使用するため、比較的山間部に建設されてい
ます。しかし、川崎バイオマス発電所は建設廃材が多く
発生する首都圏に注目し、あえて都市部に建設した全国
的に見ても珍しい発電所であり、日本初の「都市型バイ
オマス発電所」と言うことができると思います。
事業の目的は、木材のリサイクルを推進し、森林資源

の効率的な利活用・環境保護を図るとともに、CO2フリー
の電気を発電して地球温暖化防止に貢献することです。
一連の電気事業の規制緩和も、弊社が川崎に発電所を
建設することへの後押しとなりました。

廃棄物由来の燃料でエネルギーの地産地消を実現
発電出力は3万3千kWですが、これは一般家庭の約
3万8千世帯が使用する電力に相当し、CO2削減効果は
年間12万tにのぼります。燃料が廃棄物由来というこ
とで資源のリサイクル、それも地域の地産地消としてリ
サイクルを行っているところが、1つのセールスポイン
トです。建築廃材とは、建築現場で解体された木材や流
通過程で発生するパレット材などで、それを破砕事業者

（チップ供給者）が中間処理しチップ化することで、燃料
である木質チップとなります。弊社で使用する木質チッ
プ燃料は、全体の40%を川崎市内から仕入れており、
神奈川県全体では70%になります。
一方で環境対策にも力を入れており、排ガス中の
NOx(窒素酸化物）を無害化する排煙脱硝装置、SOx（硫
黄酸化物）を除去する排煙脱硫装置およびダストを除去
するバグフィルターを備え、川崎市の環境規制を高いレ
ベルでクリアしています。

CO2削減に高い意識を持って事業を推進
建築廃材をリサイクルすることで我々だけでなく、解
体事業者や破砕事業者も含め、みんながクリーンな社会
に貢献しているという意識を持つことが大切です。建築
現場や工場で発生し不用となった木材が最終的にCO2フ
リーの電気になるというサプライチェーンを意識した、
事業活動ができるようになればよいと考えています。
今後も川崎の地で永く環境にやさしいクリーンな電気

を供給してまいります。また、グループ全体としては、
ここでの経験を活かして、さらに大きく事業展開してい
きたいと考えています。

国内初の都市型バイオマス発電所

木質チップ燃料

◀バイオマス発電所全景
▲チップヤード（屋内式燃料倉庫）
発電所を安定的に稼働させる為、最大6,000t

（約10日分）を保管

低 CO2 川崎ブランド’16 製品・技術部門

代表取締役 社長
村上    弘 氏

発電事業
（100％バイオマス燃料利用）事業内容
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JFEスチール株式会社 東日本製鉄所（京浜地区）

新しい製銑原料製造技術「Super-SINTERR OXY」

お問合せ先
JFE スチール株式会社 東日本製鉄所（京浜地区）
〒210-0868 川崎市川崎区扇島1-1
TEL 044-322-1111　FAX 044-322-1500
http://www.jfe-steel.co.jp/

製品・技術の概要

ライフサイクルでのCO2 削減効果

製鉄の原料となる「焼結鉱」の強度を
向上させる技術により生産性を従来より
5％向上した。

生産性を従来の5％向上させることに
より、約1％のCO2排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

発電燃料を化石燃料からバイオマスとすることで、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

製鉄原料の歩留り向上により生産性を改善し、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

再生材を利用することで、原料骨材調達に係るCO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

本体の小型・軽量及び省電力化により、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

原材料の削減及び使用時の省電力化により、CO2 排出量を削減。

従来製品と比較
してCO2減少

従来製品と比較
してCO2増加

従来製品と比較
してCO2増減なし

求められるCO2の削減
低CO2川崎ブランドには今回で8
年目、発足以来毎年エントリーを続け

ています。パリ協定が発効され、また一段とCO2削減の
声が高くなりました。CO2削減の取り組みを続けている
企業をアピールしていただけるという意味において、非
常に有効であると期待しています。
技術開発で実現した生産性の向上と
CO2排出の低減
鉄は、鉄鉱石から作られた「焼結鉱」と石炭から作ら
れた「コークス」を高炉で反応させた後、炭素などの不
純物を取り除いて製造されます。このうち「焼結鉱」製
造工程では、粉状の鉄鉱石と石灰石に粉コークスを混
合し点火することで、焼結反応を進行させて塊状の焼結
鉱を製造しています。この焼結鉱の品質を高めるカル
シウムフェライトという化合物が生成しやすい温度域
は1,200℃〜1,400℃であることがわかっており、いか
にその温度域を長時間維持するかということが課題でし
た。従来の技術では、最高温度を上げることで極力長い
時間、温度を維持するということを行っていました。弊
社では、すでにこれまでに開発した「Super-SINTER®」※
の技術により、最適な温度を従来よりも2倍以上の時間
保持することに成功していました。これにより焼結鉱の
強度と性状を良くし、さらにCO2排出量の低減も実現し
ていました。
今回の新しい技術では、そこに酸素を加えた形で、さ

らに2倍以上の時間保持を可能にしました。この温度域
により、どのような化合物が生成されるかの知見がある

なかで、さらにそれを向上させる方法はないか、酸素に
着眼点を当てたことが今回の技術の要だと思っています。
「Super-SINTER® OXY」によって、劣質原料使用時
の課題であった焼結鉱強度を、2％向上することで歩留
まりが改善しました。また、焼結反応速度の向上によっ
て、時間あたり
の焼結鉱の生産
量が増加しまし
た。その結果、
焼結機の生産性
を従来より5％
向上させることに成功し、高炉用原料として、コークス
比低減に有効な高品質焼結鉱の使用比率を向上させるこ
とができます。
さらなる技術開発で
高効率の製鉄プロセス確立を目指す
弊社は、川崎市の企業市民として、市民の皆様と一緒

にCO2削減に向けた省資源・省エネ活動を進めています。
今後もさらなる技術開発を進め、資源対応力に優れた高
効率の製鉄プロセスの確立に努めていきます。

低 CO2 川崎ブランド’16

低 CO2 への継続した取り組み

点火炉
都市ガス配管

焼結機
進行方向

酸素配管（新設）

『Super-SINTER® OXY』設備概要

せいせん ス ー パ ー　　　　シ ン タ ー オ キ シ

※Super-SINTER®（SINTER は、Secondary-fuel Injection Technology for Energy Reductionの略）
　�焼結鉱の製造工程において、粉コークスの一部代替として炭化水素ガス（都市ガス）を使用する技術。炭化水素ガスは粉コークスと燃焼ポイントが
異なるため、燃焼最高温度を上昇させることなく最適な焼成反応温度を長時間保持することができ、製鉄プロセスのエネルギー効率を大幅に向上
させ、CO2排出量の削減を可能とした。なお、この技術は低CO2川崎パイロットブランド’09の認定を受けている。

製銑部原料工場 副工場長
田村  浩一 氏

鉄鋼製品・半製品の製造等事業内容

製品・技術部門

焼結機の「Super-SINTER®」(低CO2川崎パイロットブランド’09認定）技術に
酸素を吹き込む酸素富化操業を組み合わせることで粉コークスと水素系ガスの
燃焼性を大幅に改善しつつ、それらの燃焼位置を制御して、焼結鉱の製造に最
適な温度を「Super-SINTER®」技術の2倍以上保持することが可能になりました。

図２ 焼結層内の温度履歴の改善メカニズム

粉コークス

燃焼位置

水素系ガス

従来技術
（空気のみ）

水素系ガス

Super-SINTER®

粉コークス

＜認定技術＞
Super-SINTER®OXY

0 300 600 900 12001500
温度（℃）

点
火

後
の

経
過

時
間
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)

粉コークス

酸素効果

従来技術（空気のみ）
Super-SINTER®

Super-SINTER® OXY

燃焼位置 燃焼位置
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190s
406s
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焼結機の「Super-SINTER®」(低CO2川崎パイロットブランド’09受賞）技術に
酸素を吹き込む酸素富化操業を組み合わせることで
粉コークスと水素系ガスの燃焼性を大幅に改善しつつ、それらの燃焼位置を制御して、
焼結鉱の製造に最適な温度を「Super-SINTER®」技術の2倍以上保持することが可能に。

■Super-SINTER®OXY技術のポイント

焼結層内の温度履歴の改善メカニズム
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S S R 装 置 ／ 免 許 証 印 刷 機
株式会社東芝 小向事業所

製品・技術の概要
航空管制システムにおける、航空機の

識別情報や高度情報、位置情報を取得す
る装置。

同社旧製品と比較して、約35％のCO2

排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

発電燃料を化石燃料からバイオマスとすることで、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

製鉄原料の歩留り向上により生産性を改善し、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

再生材を利用することで、原料骨材調達に係るCO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

本体の小型・軽量及び省電力化により、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

原材料の削減及び使用時の省電力化により、CO2 排出量を削減。

従来製品と比較
してCO2減少

従来製品と比較
してCO2増加

従来製品と比較
してCO2増減なし

お問合せ先
株式会社東芝 小向事業所

〒211-0051 川崎市幸区小向東芝町 1
TEL 044-548-5216　FAX 044-548-5951
http://www.toshiba.co.jp

製品・技術の概要

ライフサイクルでのCO2 削減効果

省電力デバイスや省エネモードを採用
したICカード運転免許証を発行する装置。

同社旧製品と比較して、約25％のCO2

排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

発電燃料を化石燃料からバイオマスとすることで、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

製鉄原料の歩留り向上により生産性を改善し、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

再生材を利用することで、原料骨材調達に係るCO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

本体の小型・軽量及び省電力化により、CO2 排出量を削減。

原材料
調達

流通・
販売

使用・
維持管理

廃棄・
リサイクル生 産

原材料の削減及び使用時の省電力化により、CO2 排出量を削減。

従来製品と比較
してCO2減少

従来製品と比較
してCO2増加

従来製品と比較
してCO2増減なし

ライフサイクルでのCO2 削減効果

低 CO2 川崎ブランド’16 製品・技術部門

電気機械器具の製造事業内容

SSR 装置 （TW4477）

免許証印刷機（VL-L1390）

SSR装置※は、航空機の識別情報、高度情報及び位置情報を取得し航空路を監視する装置であり、航空管制システムに
よる安全航行に重要な役割を持っています。弊社は、装置の高性能な信号処理ユニットのソフトウェア化や送信部／受
信部の高集積化による小型化を実現させ、装置出荷時の環境負荷の低減や運用時の消費電力の低減で、CO2排出量の削
減に寄与しています。

免許証印刷機（VL-L1390）は弊社旧製品に対し、色表現をより自然に近づけるなどの画像品質の向上や、操作画面の
サイズアップなどによる操作性の向上を行った上で、省電力デバイスや省エネモードの採用などにより大幅な省電力
化を実現、環境負荷を低減した製品となっています。

※SSR（Secondary Surveillance Radar）：二次監視レーダ

企業市民として
地球温暖化防止に貢献
社会インフラ機器への優れた環境
技術や製品の開発と提供を行い、地
域・社会との協調連帯により、企業
市民として環境活動を通じて地球温
暖化防止へ貢献してまいります。

小向事業所

SSRアンテナ 送受信装置
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低 CO2 川崎ブランド’15

味の素株式会社　飼料用アミノ酸「リジン」
製品・技術の概要・特徴
● 家畜の飼料に特に不足しやすい必須アミノ酸「リジン」を補い、より効率的に必要な栄養を
　 摂取させることを可能とする飼料用アミノ酸
● 独自の最新のバイオ技術を応用して製造したリジンの利用により、飼料中のアミノ酸バラン
　 スを改善。少ない飼料で必要な栄養を摂取できるようになるため、家畜の糞尿の量が減少し、
　 糞尿由来の亜酸化窒素（温室効果はCO2に換算すると310倍）の削減に貢献
● 温室効果ガス削減に大きく貢献（H26年度に認証した域外貢献量24万トン（CO2換算））

ライフサイクルCO2削減効果
● リジンを活用しない飼料と比較して、CO2換算で約5％の排出量削減

宙総合研究所株式会社　宙冷却塔用銀イオンシステム
製品・技術の概要・特徴
● 工場、オフィス、商業施設などに設置され、大量の水を扱う冷却塔の循環水
　 管理（スケール・レジオネラ属菌防止対策）を、薬剤（化学薬品）投入に代わり、
　 無公害で安全な銀イオン等によって管理する新しい冷却水処理システム
● 水を汚さずに殺菌できるため、循環水の入れ替えを約50％に抑制
● 水道水をつくるときに排出されるCO2削減のみならず水不足の国・地域へ
　 の貢献も期待
　 ※ 例えば、冷却塔において年間24,000トンの水を消費する商業施設では、約12,000トンの節水が可能
● 冷却塔内部の藻類やスライム等の付着を防止し、管理が容易
● 薬剤（化学薬品）と比べて低コストであるうえ、水道料金も大幅に削減

ライフサイクルCO2削減効果
● 既存の化学薬品を利用した方法と比較して、約30％のCO2排出量を削減

株式会社アクス
スラブ開口部スライド補強筋BOX「セルボン」
製品・技術の概要・特徴
● ビル建設時、資材の移動のため仮設床を
　 一時的に開口し、その後補強・閉塞する
　 施工において、従来の現場施工の工程を
　 簡略化するスライド補強筋BOX
● スラブ開口部の施工については、通常、
　 現場で溶接等を要するが、このスライド
　 �補強筋BOXを使用することで、溶接が不要となり、消費エネルギーを削
減するとともに、工期の短縮、産業廃棄物の削減を実現

ライフサイクルCO2削減効果
● �開口部を鉄筋溶接により閉塞する従来工法と比較して、約20%のCO2排出量を削減

MDI株式会社
BLACK BOX
超小型水熱源ヒートポンプ/チラー
製品・技術の概要・特徴
● 建物の空調設備について、蒸発器、凝縮器、サブクー
　 ラーが一体となった熱交換器を搭載することで、重量・
　 容積及び冷媒の使用量を削減
● 小型化によりユニットの配送が可能であることやシン
　 プルな構造であることなどから、運搬費、出張費、
　 工事費、冷媒ガス量などのすべての現場コストを削減

ライフサイクルCO2削減効果
● 同等能力である空気熱源チラーと比較して、約5％のCO2排出量を削減

佐野デザイン事務所
クッションサン・リーヴス
製品・技術の概要・特徴
● 使用直前に一枚の紙を手でほぐす
　 ことで緩衝効果を作り出すため、
　 輸送効率が高まることによりCO2
　 排出量を削減
● �衝撃を和らげるだけでなく、紙の
　 柔らかい雰囲気とナチュラルな色・デザインにより、ギフト商品の魅力
　 を一層演出する

ライフサイクルCO2削減効果
● �紙パッキン（紙を細かくカットしたもの）と比較して、約15％のCO2排出量を削減

JFEスチール株式会社 東日本製鉄所（京浜地区）
自動車用熱延高強度鋼板

「NANOハイテン®」
製品・技術の概要・特徴
● 自動車部品であるサスペンションやシャシーで
　 使用する強度と加工性を兼ね備えた鋼板であり、
　 自動車の重量低減による燃費改善に貢献
● �鋼板の製造において、微細化した炭化物を
　 均一分散させる技術を確立したことで、強度と加工性の両立を実現

ライフサイクルCO2削減効果
● �従来の同一強度の自動車サスペンションアームと比較して、約20%の
CO2排出量を削減

株式会社東芝 小向事業所
C帯固体化MPレーダ
製品・技術の概要・特徴
● マルチパラメーター観測技術や送信部の
　 固体化技術などを駆使し、降水現象測定
　 の高精度化、大幅な小型・軽量化を実現
　 した気象レーダ
● 送信デバイスの固体化（電子管⇒半導体）
　 により、送信装置の小型化（従来の1/3）、
　 長寿命化、及び省電力化（従来から33%削減）を実現

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して、約40%のCO2排出量を削減

株式会社東芝 小向事業所
郵便区分機「TT-210」
製品・技術の概要・特徴
● 集積された郵便物を１通ずつ
　 搬送し、配達先ごとに区分を
　 行う装置
● 低消費電力デバイスの採用や、
　 集中管理による効率の向上等を行い、省電力化を実現
● 部品数の削減や部品の小型化、構造の見直し等を行い、軽量化を実現
● 宛先読み取り率の向上により、オペレータや保守員の作業を軽減

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して、約25%のCO2排出量を削減

株式会社ユニオン産業
植物配合抗菌樹脂「UNI- PELE（ユニペレ）」
製品・技術の概要・特徴
● 既存の樹脂に、微粉砕した竹などを
　 混合して製造する植物配合樹脂であり、
　 箸、カップ、トレーなどの家庭雑貨・
　 日用品等の用途で使用
● 独自の混合技術により製造するユニ
　 ペレは環境に優しいだけでなく、優れ
　 た抗菌効果を発揮

ライフサイクルCO2削減効果
● 同等用途のABS樹脂と比較して、約50%のCO2排出量を削減

和光産業株式会社
ワクスル・グリーンクリーニング
水研磨・資源循環型床ワックス管理
サービスの概要・特徴
● ビル・建物の清掃における剥離剤不使用のワック
　 ス管理システム
● 水研磨だけで剥離した廃液から高分子成分を回収
　 し、焼却処分することなく他の製品原料に再利用
　 する資源循環型の床ワックス管理
● �過剰清掃による床へのダメージを減らすことで、床の延命化によりビル
のライフサイクルコストを削減

ライフサイクルCO2削減効果
● 従来の床ワックス管理と比較して、約90％のCO2排出量を削減

製品・技術部門

サービス部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門

製品・技術部門
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三菱化工機株式会社
HyGeiaシリーズ 小型オンサイト水素製造装置
製品・技術の概要・特徴
● 高純度の水素（99.999vol.％以上）を製造する新型高性能小型オンサイト
　 水素製造装置
● 世界屈指の改質効率を実現
● 都市ガス、ナフサ、LPG、精製バイオガスなど様々な原料にも対応可能
● 高圧ガス保安法の適用を受けず、保安管理が容易

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して約30％のCO2排出量を削減

JFEスチール株式会社 東日本製鉄所（京浜地区）
造船、橋梁向け環境負荷低減鋼板「LP鋼板」
製品・技術の概要・特徴
● 設計強度の変化に対応して、鋼板長
　 手方向の板厚を連続的に変化させる
　 ことを可能とした高機能厚鋼板
● 鋼材使用量や板継ぎ溶接箇所の削減が
　 可能となり、造船を始めとする各業界
　 での省エネ・CO2排出削減ニーズに対応

ライフサイクルCO2削減効果
● 一般的な鋼板と比較して、算定対象としたライフサイクルの段階すべて
　 においてCO2排出量の削減を達成

株式会社東芝 小向事業所
フェーズドアレイ気象レーダ
製品・技術の概要・特徴
● ゲリラ豪雨などの気象災害への早期
　 対応に適応する高速・高密度観測が
　 可能な国内初となるフェーズドアレ
　 イ型気象レーダ
● 従来型機（パラボラアンテナ型）の
　 20倍の情報取得能力を実現

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社従来型機（固体化MPレーダ）20台に
　 よる稼働と比較して約90％のCO2排出量を削減

株式会社東芝 小向事業所
新幹線自動改札機 EG－7000
製品・技術の概要・特徴
● 複数枚のきっぷ（乗車券、特急券、指定
　 席券等）とICカード等を同時に処理す
　 ることができ、新幹線ICカード利用に
　 より、チケットレスでの乗車が可能な
　 新型新幹線自動改札機
● 機体のコンパクト化や待機時消費電力
　 の削減を実現

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して約30％のCO2排出量を削減

日本原料株式会社
モバイルシフォンタンク
製品・技術の概要・特徴
● 小規模水道施設としての利用を始め、
　 災害復旧活動用や排水処理にも利用
　 できる移動式砂ろ過浄水装置
● ろ過材（フィルター）交換は不要、
　 半永久的に使用することが可能
● メンテナンスフリーで、継続的に
　 安定した水質の飲料水を供給

ライフサイクルCO2削減効果
● 一般的な砂ろ過浄水装置と比較して、約15％のCO2排出量を削減

パイオニア株式会社
メーク用有機EL照明「OLE－B01」
製品・技術の概要・特徴
● 目に優しく、発色性、視認性に優れ、反射
　 が少なく誤認を減らせるなど、有機EL照明
　 の特徴を活かしたメーク用照明
● 全国の資生堂販売店から展開をスタート
● 紫外線・赤外線を出さず発熱も少ないため、
　 直接顔や目に光が当たるメーク用として最適

ライフサイクルCO2削減効果
● 白熱灯（比較的自然光に近い）と比較して
　 約10％のCO2排出量を削減

株式会社富士通ゼネラル
新冷媒R32採用ルームエアコン

「nocria®」Xシリーズ
製品・技術の概要・特徴
● 左右のサイドファン「DUAL 
　 BLASTER」を搭載した
　 「nocria®」シリーズのプレミアムモデル
● �サイド気流とセンター気流の2種類の気流による世界初の気流制御技術
　 で省エネ性と上質な快適さを両立した新冷媒R32採用家庭用エアコン

ライフサイクルCO2削減効果
● �「nocria®」Xシリーズ（2013年モデル）と比較して約5％のCO2排出
量を削減

株式会社富士通ゼネラル
新冷媒R32採用ルームエアコン

「nocria®」Zシリーズ
製品・技術の概要・特徴
● トータルに高性能を実現した
　 「nocria®」シリーズのフラッグ
　 シップモデル
● �快適・エコをハイレベルで両立し、高い省エネ性と暖房能力No.1を
実現した新冷媒R32採用家庭用エアコン

ライフサイクルCO2削減効果
● �「nocria®」Zシリーズ（2013年モデル）と比較して約5％のCO2排出
量を削減

製品・技術部門

製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門

製品・技術部門
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株式会社エクサ
船舶省エネ運航支援システム
FCRNavi ECO＋

ライフサイクルCO2削減効果
● 当システムが無い場合と比較して約5％のCO2
　 排出量を削減

旭化成ケミカルズ株式会社
成形機用洗浄剤 アサクリンTM

ライフサイクルCO2削減効果
● 次材（次に成形する材料：各種
　 樹脂）での成形機洗浄と比較
　 して、約50％のCO2排出量
　 を削減

JFEエンジニアリング株式会社
電気自動車用急速充電器 ラピダス

ライフサイクルCO2削減効果
● 蓄電機能のない従来型急速充電器と
　 比較してライフサイクルのすべての
　 段階でCO2排出量を削減（杉約60本
　 分／年の削減効果）

JFEスチール株式会社
東日本製鉄所（京浜地区）
ラインパイプ用電縫鋼管
マイティーシーム®

ライフサイクルCO2削減効果
● シームレス鋼管と比較して生産
　 段階で約20％削減されるなど
　 ライフサイクルでCO2排出量
　 を削減

株式会社東芝 小向事業所
固体化MPレーダ

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して、使用・維持管理
　 段階で約65％削減されるなど、ライフ
　 サイクルでCO2排出量を削減

株式会社東芝 小向事業所
窓口処理機 EY-5000

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して、約60％の
　 CO2排出量を削減

日本冶金工業株式会社
ナステック株式会社（販売代理店）
ナスフィラー

ライフサイクルCO2削減効果
● 石灰石粉と比較して、原材料調
　 達段階及び流通・販売段階で約
　 70％削減されるなど、ライフサ
　 イクルでCO2排出量を削減

パイオニア株式会社
ＥＶ（電気自動車）専用カーナビ
AVIC-MRZ007-EV

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社ガソリン車用ナビを装着
　 したEV走行と比較して、約
　 10％のCO2排出量を削減

株式会社富士通ゼネラル
新気流制御機能搭載エアコン

「nocria®」Xシリーズ

ライフサイクルCO2削減効果
● �同社旧製品（2009年度）と比較して、最大約10％のCO2
排出量を削減

富士電機株式会社
業務用一体型100kW
りん酸形燃料電池FP100i

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品（分離型）と比較して、
　 約30％のCO2排出量を削減

フジクス株式会社
集合住宅（マンション）の「環境配慮型排水管洗浄サービス」

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧サービス（高圧洗浄）と
　 比較して、サービスの提供段
　 階で約30％削減されるなど、
　 ライフサイクルでCO2排出量
　 を削減

サービス部門

製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門製品・技術部門

製品・技術部門
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富士電機株式会社
単機最大容量 地熱タービン・タービン発電機

ライフサイクルCO2削減効果
● 50MWタービン・タービン発電機を複数製造した
　 場合と比較して、約35%のCO2排出量を削減

JFEスチール株式会社
東日本製鉄所（京浜地区）
JFE「スーパーコア®」による
太陽光発電設備効率向上

ライフサイクルCO2削減効果
● リアクトルのコア材において、一般
　 的なダストコアと同一容量で比較し
　 た場合に、約35%のCO2排出量を削減

株式会社ショウエイ
Shoei Bathing Eco System（SBES）シリーズ
ハイパーピコジェネレータ

「電太」

ライフサイクルCO2削減効果
● 本製品が無い場合と比較して、
　 約7%のCO2排出量を削減

株式会社高砂製作所
回生型システム電源

（充電・放電機能評価装置）

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して、約40%の
　 CO2排出量を削減

日本原料株式会社
インターセプター

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して、約25%のCO2排出量を削減

パイオニア株式会社
AVアンプ SC－LX85

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して、
　 約45%のCO2排出量を
　 削減

富士通株式会社
エントリーディスクアレイ
ETERNUSDX60 S2, 
DX80 S2, DX90 S2

ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧製品と比較して、記憶
　 容量1GBあたり約45%の
　 CO2排出量を削減

株式会社エクサ
E@CS DaaS

（デスクトップクラウドサービス）

サービスの概要・特徴
● 製造業向けのハイパフォーマンス
　 デスクトップ環境

東燃ゼネラル石油株式会社
JX日鉱日石エネルギー株式会社
企業間連携を通じた水素の
有効活用によるCO2排出量の削減
サービスの概要・特徴
● 川崎浮島に立地する2工場間で、
　 企業間の壁を超えた連携により
　 水素を有効活用することによる
　 CO2排出量の削減

日本電気株式会社
EV用急速充電器

（NQVC500M3/NQVC440M3）
およびEVクラウドサービス

サービスの概要・特徴
● EV用急速充電器と連携させた
　 EVクラウドサービスを提供

製品・技術部門

サービス部門 サービス部門

サービス部門

製品・技術部門

製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門

製品・技術部門
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2011年度
アップコン株式会社
コンクリート床スラブ
沈下修正工法「アップコン」

ライフサイクルCO2削減効果
● 従来のコンクリート打替え工法と
　 比較して約50%のCO2排出量削減

2011年度
JFEスチール株式会社
東日本製鉄所（京浜地区）
新型シャフト炉による低CO2

製鉄技術
ライフサイクルCO2削減効果
● ベースライン（従来の高炉プロ
　 セス）と比較して、約70%のCO2排出量削減

2011年度
昭和電工株式会社
使用済みプラスチックを原料と
したアンモニア「ECOANN®」

ライフサイクルCO2削減効果
● 従来のアンモニア製造方法と比較
　 して約50%のCO2排出量削減

2011年度
昭和電工株式会社
余剰麻酔ガス処理システム

「アネスクリーン®」

ライフサイクルCO2削減効果
● ベースライン（余剰麻酔ガスの
　 分解処理なし）と比較して、約
　 95%のCO2排出量を削減

2011年度
日本原料株式会社
高効率なろ過砂洗浄再生システム

「シフォンK3システム」

ライフサイクルCO2削減効果
● ベースライン（従来のろ過池再生工事）と
　 比較して約60％のCO2排出量を削減

2011年度
富士通株式会社
企業向けデスクトップパソコン
ESPRIMO D570/B、
ディスプレイVL-178SRL
ライフサイクルCO2削減効果
● ベースライン（同社旧製品）と比較して、
　 �対人センサー稼働時：約30%、対人センサー非稼働時：約25%の
CO2排出量削減

2011年度
山勝電子工業株式会社
LED直管型照明

「YAMA LIGHT」

ライフサイクルCO2削減効果
● ベースライン（主要LED 照明）
　 と比較して約15％のCO2排出
　 量削減

2010年度
株式会社東芝 研究開発センター
フルハイビジョン液晶テレビ「REGZA」
LEDバックライト制御技術
～LEDバックライトの明るさを最適化し、
　業界トップ級の省エネ性能～
ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧型同等モデルと比較し、約30％のCO2削減（55F1で算定）
● 生産・流通以外の各段階で環境効率向上、特に使用時の効果が大

2010年度
株式会社東芝 浜川崎工場
ガス絶縁開閉装置（GIS）

「G3A-b」

ライフサイクルCO2削減効果
● 旧型モデルと比較し、約25％のCO2削減
● 全段階で環境効率向上、特に生産、廃棄・
　 リサイクル、使用時の効果が大

2010年度
JFEエンジニアリング株式会社
鋼管杭を利用した地中熱利用
空調システム
～地中熱をエネルギーとして使用
　する省エネ空調システム～
ライフサイクルCO2削減効果
● 一般的な空気熱源ヒートポンプと比較して、約30％のCO2削減
● 調達では若干のCO2排出量増加、使用時で大幅に削減

2010年度
JFEスチール株式会社 東日本製鉄所（京浜地区）
高炉への使用済みプラスチック吹き込み技術
～容器包装プラチック受け入れで
　循環型社会に貢献～
ライフサイクルCO2削減効果
● 廃棄物の有効利用、原料炭
　 代替によりCO2排出減
● 1年間での推計削減量は’09年度で32千トン－CO2

2010年度
東京ガス株式会社
太陽熱空調システム

「ソーラークーリングシステム」
～太陽熱エネルギーを空調に利用し、低CO2化～
ライフサイクルCO2削減効果
● 太陽熱未利用の空調システムと比較
　 して約15％のCO2削減
● �調達、流通、廃棄・リサイクルでCO2排出量増加、使用時で大幅
に削減

＊�’09～’11年度に低CO2川崎パイロットブランドとして選定された製品等は、
低CO2川崎ブランドとして扱われます。

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門 製品・技術部門
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2010年度
日本原料株式会社

「シフォンタンク」
～ろ過材交換不要の水処理用砂ろ過装置～
ライフサイクルCO2削減効果
● 自動洗浄機能がない水ろ過装置と
　 比較して、約9％のCO2削減
　 （ST-2200で算定）
● 調達、生産、流通ではCO2排出量増加、使用時で大幅に削減

2010年度
富士通株式会社
省エネ型UNIXサーバーシステム「SPARC Enterprise Mシリーズ」
～トップランナー方式での目標基準値の達成率500％以上のサーバー～
ライフサイクルCO2削減効果
● 同社旧モデルと比較し、約60％のCO2
　 削減（M3000 4コアタイプで算定）
● �調達、流通、使用の各段階で環境
　 効率が向上、特に使用時の効果が99%以上を占有

2010年度
富士通ネットワークソリューションズ株式会社
密閉冷却型サーバーラック「ファシリティキューブ」
～サーバーなどの冷却・格納に
　特化した設計で大幅省エネ化～
ライフサイクルCO2削減効果
● サーバ室新設、大型エアコン駆動に比べて、
　 約25％のCO2削減（Mシリーズで算定）
● 調達、使用で環境効率が向上、特に使用時の効果が大

2010年度
川崎スチームネット株式会社
高効率発電設備からの蒸気
供給事業「スチームネット」
～高効率発電で利用した蒸気をコンビ
　ナートへ供給するCO2削減の取り組み～
ライフサイクルCO2削減効果
● 各需要家所有のボイラ等による蒸気供給に
　 比べ、約45％のCO2削減効果が期待可能

2010年度
省エネグループ

「夏休みのエコライフ・チャレンジ」
～小学生を対象とした家庭でできる省エネ推進～
ライフサイクルCO2削減効果
● 個々のエコライフのCO2削減原単位
　 を調べ、参加者の行動の変化に関す
　 る集計結果を用いて独自に算出。
　 参加者各家庭での継続的な省エネ活動実施によるCO2排出量削減

2009年度
株式会社近藤工芸
省エネルギー照明装置「デルタレイズパワー」
～実装基板を持たないLEDランプユニット～
ライフサイクルCO2削減効果
● 主要LEDランプ製品と比較して､ ライフサイ
　 クル全体で約5％の削減
● 特に､ 使用・維持管理､ 原材料調達等の段階
　 で削減

2009年度
株式会社ショウエイ
省エネ提案パッケージ

「Shoei Bathing Eco System（SBES）」
～温泉・プールなどで総合的な省エネを実現～

ライフサイクルCO2削減効果
● 本システムを導入する前と比較して、
　 ライフサイクル全体で約65％削減

2009年度
株式会社デイ・シイ
高炉セメントB種
～高炉スラグ活用による
　CO2排出量削減～

ライフサイクルCO2削減効果
● ポルトランドセメント（日本
　 平均）に比較し、ライフサイクルCO2排出量を約40％削減

2009年度
株式会社東京技術研究所
省エネヒーター

「マントルヒーター」
～ヒーター線と断熱材を一体化
　した省エネヒーター～
ライフサイクルCO2削減効果
● �一般に使用される金属ヒーターに比較し、ライフサイクルでCO2
排出量を約50％削減

2009年度
JFEエンジニアリング株式会社
水和物スラリ蓄熱空調
システム「ネオホワイト」
～水和物スラリの潜熱を用いた
　省エネ空調システム～
ライフサイクルCO2削減効果
● �氷蓄熱による空調システムと比較し、ライフサイクルCO2排出量
を約8％削減

2009年度
JFEスチール株式会社
東日本製鉄所（京浜地区）
低CO2焼結製造プロセス

「Super-SINTER®」
～世界初の高効率製鉄技術～
ライフサイクルCO2削減効果
● �本技術の導入前年まで稼働していた焼結製造プロセスラインと比較し
て、焼結鉱1トンあたりのライフサイクルCO2排出量を約5％削減

2009年度
JFEプラリソース株式会社
再生プラスチックコンクリート
型枠「NFボード®」
～使用済みプラスチックを用いた
　コンクリート型枠～
ライフサイクルCO2削減効果
● �合板製型枠に比較し約5倍繰り返し使用できるため、ライフサイ
クル全体でのCO2排出量を約45％削減

2009年度
東京電力株式会社
高効率火力発電所

「MACC：More Advanced 
Combined Cycle」
～世界最高水準の熱効率による
　天然ガス火力発電所～
ライフサイクルCO2削減効果
● �本技術導入前の同社の主力発電機（1991年運転開始）と比較し､
送電電力量あたりのライフサイクルCO2排出量を約25％削減

2009年度
富士通株式会社
ブレードサーバ

「FUJITSU Server PRIMERGY BX900」
ライフサイクルCO2削減効果
● 4年前に発売された同社前機種と比較し､
　 機能（性能）あたりライフサイクルCO2排
　 出量約55％の削減（1台あたりの性能は
　 3.4倍になり、CO2排出量は約1.5倍）

サービス部門

製品・技術部門 製品・技術部門

製品・技術部門

市民活動部門※

※市民活動部門 … 川崎市内で実践または企画され、市民の創意工夫によって市内外のCO2排出削減に貢献している市民活動。
　　　　　　　  　なお、本部門は、2012年度にスマートライフスタイル大賞が創設されたことに伴い廃止。

’09
～  
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川崎メカニズム認証制度とは

■ �ライフサイクル全体（原材料調達から生産、廃棄・リサ
イクルまで）でCO2削減に貢献する川崎発の製品・技
術等を評価し、広く発信することを通して地球温暖化
対策を図ります。

■ �ライフサイクル全体でのCO2削減効果の考え方を普及
させることにより、川崎市全体の環境意識・スキルの
向上を図ります。

■ �地球規模で温室効果ガスの排出削減に貢献している事
業者が、市場で適切に評価される仕組みづくりを推進
します。

■ �また、川崎発の製品・技術等が川崎市域外で温室効果
ガスの削減に貢献する量を、「域外貢献量」として定量
的に評価するものです。

域外貢献量を認証するにあたり、次の事項の妥当性等を「域外貢献量算定ガイドライン」等に基づき審査します。

目　的 域外貢献量のイメージ

なお、申請時に「同時認定申請書」を追加する
ことで低CO2川崎ブランド認定の同時取得が
可能になります。

■ �域外貢献量算定にあたっての基本的な条件

　 ○ ライフサイクル全体での削減効果

　 ○ 川崎市域外での温室効果ガスの削減貢献

　 ○ 独自性・先進性等

【申請時のポイント】
　・評価対象製品・技術等及び機能単位の設定
　・評価バウンダリ（算定を行う範囲）の設定
　・削減寄与率（市内事業者による貢献度）の設定
　・市域外への普及量の把握
　・各種データの収集

メカニズムの認証を
受けると…

メカニズムの認証を
受けると…

認証基準

域外貢献量

川崎市域外の貢献を「域外貢献量」として
川崎市域内で評価 川崎市内企業の

製品・サービスが
排出削減に貢献

ライフサイクルでの温室効果ガス排出削減に
貢献する製品・サービスの川崎市域外への普及

川崎市域内 川崎市域外

排出量

反映前 反映後

事業者排出量事業者排出量事業者排出量 事業者排出量事業者排出量事業者排出量

域外貢献量を評価

事業活動地球温暖化対策計画書・報告書への反映のイメージ

基
礎
条
件

反
映
ル
ー
ル

● ライフサイクル評価に基づく：638kg-CO2/台　 市域外での正味の削減量
● 削 減 寄 与 率：10％
● 市域外普及量：2016年度 5,000台
　　　　　　　　 2017年度 2,000台
　　　　　　　　 2018年度 1,000台
　　　　　　　　 2019年度以降  0台
● 耐  用  年  数：3年

❶ 普及した全ての当該製品の削減効果が耐用年数
　 まで継続するとみなす。
❷ 算定した域外貢献量を耐用年数で割った値を
　 反映する。

年
度
全
体
の
排
出
量

報告書への
反映数値

● 製品PR等への活用
　 ＊ �域外貢献量認証過程で算定することが可能な1製品あたりの削減量「ライフサイクル

CO2削減量」をPRに活用ください。
● ホームページやパンフレットなどでの広報
● かわさき低CO2ビジネス交流会への参加
● 川崎メカニズムロゴマークの使用
● 低CO2川崎ブランド応募に係る申請書の一部省略
● 事業活動地球温暖化対策計画書・報告書への反映
　 ＊ �域外貢献量を調整後排出量へ反映することができます。

域外貢献量

川崎市域外の貢献を「域外貢献量」として
川崎市域内で評価 川崎市内企業の

製品・サービスが
排出削減に貢献

ライフサイクルでの温室効果ガス排出削減に
貢献する製品・サービスの川崎市域外への普及

川崎市域内 川崎市域外

排出量

反映前 反映後

事業者排出量事業者排出量事業者排出量 事業者排出量事業者排出量事業者排出量

域外貢献量を評価

事業活動地球温暖化対策計画書・報告書への反映のイメージ

基
礎
条
件

反
映
ル
ー
ル

● ライフサイクル評価に基づく：638kg-CO2/台　 市域外での正味の削減量
● 削 減 寄 与 率：10％
● 市域外普及量：2016年度 5,000台
　　　　　　　　 2017年度 2,000台
　　　　　　　　 2018年度 1,000台
　　　　　　　　 2019年度以降  0台
● 耐  用  年  数：3年

❶ 普及した全ての当該製品の削減効果が耐用年数
　 まで継続するとみなす。
❷ 算定した域外貢献量を耐用年数で割った値を
　 反映する。

年
度
全
体
の
排
出
量

報告書への
反映数値

川崎市域内 川崎市域外
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平成28年度 認証結果
株式会社東芝 小向事業所
SSR装置「TW4477」
製品・技術等の概要
● �航空管制システムにおける、航空機の識別情報や高度情
報、位置情報を取得する装置

先進性・独自性等
● �高性能な信号処理ユニットのソフトウェア化や送信部／受
信部の高集積化により、装置の高機能化、小型化及び省電
力化を実現

川崎メカニズム認証制度認証結果

味の素株式会社
飼料用アミノ酸「リジン」
製品・技術等の概要、特徴
● 家畜の飼料では特に不足しやすい必須アミノ酸「リジン」を補い、
　 栄養学的に等価な低タンパク飼料を配合するための飼料用アミノ酸
● 独自の最新のバイオ技術を飼料用として利用することで、飼料の低
　 タンパク化により糞尿中の余剰排出窒素量を軽減し、温室効果ガス
　 のひとつである亜酸化窒素（CO2に換算すると310倍）の削減に貢献

株式会社東芝 小向事業所
固体化MPレーダ
製品・技術等の概要、特徴
● ゲリラ豪雨や突風の原因となる積乱雲の内部を高精細に
　 観測できる気象レーダであり、小型化、商用電源での稼
　 動などのニーズに対応
● 従来型と比較し1／5に小型化したほか、送信部の固体
　 化などにより電力使用量削減を実現し、CO2削減に貢献

株式会社東芝 小向事業所
新幹線自動改札機EG－7000
製品・技術等の概要、特徴
● 複数枚のきっぷ（乗車券、特急券、指定席券等）と
　 ICカード等を同時に処理することができ、新幹線
　 ICカード利用により、チケットレスでの乗車が可
　 能な新型新幹線自動改札機
● 待機時消費電力の低減（現行機から-30％）と軽量化（現行機から-12％）を
　 実現し、CO2削減に貢献

三菱化工機株式会社
HyGeiaシリーズ 小型オンサイト水素製造装置
製品・技術等の概要、特徴
● 13A都市ガスやLPG等を原料として高純度の
　 水素（99.999vol.％以上）を製造する新型高性
　 能小型オンサイト水素製造装置
● 世界屈指の改質効率を有し、原料ガス使用量
　 の20％以上の削減とコンパクト化（設置面積
　 1／2）により、CO2削減に貢献

株式会社東芝 小向事業所
C帯固体化MPレーダ
製品・技術等の概要、特徴
● マルチパラメーター観測技術や送信部の
　 固体化技術などを駆使し、降水現象測定
　 の高精度化、大幅な小型・軽量化を実現
　 した気象レーダ
● 送信デバイスの固体化（電子管⇒半導体）により、送信装置の小型化（従来
　 の1／3）、長寿命化、及び省電力化（従来から33%削減）を実現

株式会社東芝 小向事業所
郵便区分機「TT-210」
製品・技術等の概要、特徴
● 集積された郵便物を1通ずつ搬送
　 し、配達先ごとに区分を行う装置
　 であり、従来機よりも軽量化・省
　 電力化を実現
● �消費電力を抑えてランニングコストを抑えると同時に、宛先読み取り率の
向上などにより操作性や保守性を向上させ、人にも環境にも配慮した製品

域外貢献量
6.3×102トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 15年間

域外貢献量の算定時に比較した製品・技術等
　同社旧製品のSSR装置

株式会社東芝 小向事業所
免許証印刷機「VL-L1390」
製品・技術等の概要
● �省電力デバイスや省エネモードを採用したICカード運転
免許証を発行する装置

先進性・独自性等
● �色表現をより自然に近づけるなどの画質品質の向上や、
操作画面のサイズアップなどによる操作性の向上を行っ
た上で、省電力デバイスや省エネモードの採用などにより
省電力化を実現

域外貢献量
8.66×102トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 5年間

域外貢献量の算定時に比較した製品・技術等
　同社旧製品の免許証印刷機

平成27年度 認証結果

平成26年度 認証結果

域外貢献量
2.40×105トン（CO2換算）

結晶リジン1kgあたりのCO2削減量
1.19×10-2トン（CO2換算）

製品使用年数 ：  ー 
域外貢献量算定時の比較対象
　栄養学的に等価な大豆粕飼料
　（リジン不使用の場合）

域外貢献量
1.93×102トン（CO2換算）

1通路あたりのCO2削減量
2.14×10トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 7年間
域外貢献量算定時の比較対象
　従来型の新幹線自動改札機

域外貢献量
7.71×102トン（CO2換算）

1台あたりのCO2削減量
3.86×102トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 15年間
域外貢献量算定時の比較対象
　従来型の気象レーダ
　（クライストロン：電子管）システム

域外貢献量
1.40×102トン（CO2換算）

1基あたりのCO2削減量
3.50×103トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 10年間
域外貢献量算定時の比較対象
　従来型のオンサイト型
　水素製造装置

域外貢献量
5.59×102トン（CO2換算）

1台あたりのCO2削減量
2.82×102トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 15年間
域外貢献量算定時の比較対象
　前機種の気象レーダ
　（クライストロン：電子管）システム

域外貢献量
1.65×104トン（CO2換算）

1台あたりのCO2削減量
2.30×102トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 15年間
域外貢献量算定時の比較対象
　前機種の郵便区分機「TT－200」
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旭化成ケミカルズ株式会社 川崎製造所
成形機用洗浄剤アサクリンTM

製品・技術等の概要、特徴
● プラスチック成形機で頻繁におこなわれ
　 る樹脂換え・色換え・炭化物除去作業な
　 ど、プラスチック成形機の洗浄において
　 優れた効果を発揮する洗浄剤
● 高い洗浄力により、プラスチック成形機の
　 �材料切り換え時の原料ロス、また異物除去による製品不良率を減らし、廃
棄物量および使用エネルギーを低減させることによってCO2削減に貢献

JFEプラリソース株式会社
NFボード®

製品・技術等の概要、特徴
● 使用済みプラスチックから再生された軽量
　 発泡層（コア層）と高剛性表面層（スキン層）
　 で構成されるプラスチックボード
● 市民が排出した使用済みプラスチック
　 を主成分とした製品で、ベニヤ合板代
　 替のコンクリート型枠として利用され
　 ることにより、従来製品と比較して転用回数を大幅に向上し、CO2削減に貢献

株式会社高砂製作所
回生型システム電源（充電・放電機能評価装置）
製品・技術等の概要、特徴
● 高速・双方向電源を用い、実電流で電気自動車
　 やハイブリッドカーの電気方式パワートレイン
　 の試験を行う装置
● 大容量の電池、インバータ等の評価時に消費分
　 を熱として捨てていたが、この装置では電力回
　 生し、再利用を可能としたことで、CO2削減に
　 貢献

東京電力株式会社 川崎火力発電所
1,500℃級コンバインドサイクル（MACC）
製品・技術等の概要、特徴
● 1,500℃の高温の燃焼ガスによるガス
　 タービン発電と蒸気による蒸気タービ
　 ン発電のダブル発電方式による電力の
　 供給
● 熱効率は約59％（低位発熱量基準）で
　 あり、従来の蒸気利用による汽力発電
　 方式と比べ、燃料使用量等を削減し、CO2削減に貢献

株式会社東芝 小向事業所
フェーズドアレイ気象レーダ
製品・技術等の概要、特徴
● ゲリラ豪雨や竜巻などを観測するための
　 日本初のフェーズドアレイ型気象レーダ
　 であり、観測の高速・高密度化を実現
● 一定量の情報量を取得する時間が従来型
　 の“1/20”であり、従来型の気象レーダ
　 20台分の気象観測性能を有することで、
　 CO2削減に貢献

株式会社東芝 小向事業所
窓口処理機EY－5000
製品・技術等の概要、特徴
● 駅改札窓口における3種類の処理機の
　 機能（入出場処理、精算、乗車券等の
　 発行）を1つの製品に統合することに
　 より、業務を集約化した窓口処理機
● 処理機本体のコンパクト化及び消費電
　 力の削減によりCO2削減に貢献

株式会社東芝 浜川崎工場
145kVガス絶縁開閉装置（GIS）G3A－b
製品・技術等の概要、特徴
● 本体の軽量化・小型化を実現した変電所におけ
　 る電気回路の切替え装置
● 軽量化・小型化により、材料の使用量及び試験
　 時に封入・回収するSF6ガス量を削減したほか、
　 材料の切替えにより通電損失を削減したことで
　 CO2削減に貢献

東燃ゼネラル石油株式会社 川崎工場内中央研究所
自動車会社向け省燃費エンジン油
製品・技術等の概要、特徴
● 自動車会社向け純正潤滑油として開発した優れた省燃費
　 性能を有するエンジン油
● 機械の潤滑性を担保する潤滑油に、燃費向上という機能
　 性を付与した先進的な技術
● エンジン油が供給される摺動面の摩擦を低減させるとと
　 もに、オイルの粘性攪拌抵抗を低減させることにより、
　 燃費向上を図ることでCO2削減に貢献

東燃ゼネラル石油株式会社 川崎工場内中央研究所
自動車会社向け省燃費無段変速機（CVT）油
製品・技術等の概要、特徴
● 自動車会社向け純正潤滑油として開発した優れた
　 省燃費性能を有す無段変速機（CVT）油
● 機械の潤滑性を担保する潤滑油に、燃費向上という
　 機能性を付与した先進的な技術
● CVTユニット内におけるオイルの撹拌ロスを低減する
　 とともに、オイルを介したトルク伝達ロスを低減させ
　 ることにより、燃費向上を図ることで、CO2削減に貢献

富士電機株式会社 川崎工場
単機最大容量地熱タービン･タービン発電機
製品・技術等の概要、特徴
● 単機容量世界最大出力140ＭＷの地熱ター
　 ビン・タービン発電機
● 単機容量世界一の出力140ＭＷ（ニュージー
　 ランド）の地熱タービン・タービン発電機を
　 開発・製造し、素材調達量削減や製造・流通
　 などのエネルギーを削減することで、CO2削減に貢献
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ボード製造設備

NFボード
12㎜×600㎜×1800㎜

NFボード
4㎜×
900㎜×
1800㎜

NFボード製
組立椅子

ボード断面（三層発泡構造）
スキン層（PP）

コア層
（廃プラ＋N２ガス）

域外貢献量
1.13×103トン（CO2換算）

1kgあたりのCO2削減量
1.51×10-2トン（CO2換算）

製品使用年数 ：  ー 
域外貢献量算定時の比較対象
　次材（次に成形する材料）での成形機洗浄

平成25年度 認証結果

域外貢献量
3.13×102トン（CO2換算）

1kgあたりのCO2削減量
1.97×10-3トン（CO2換算）

製品使用年数 ：  ー 
域外貢献量算定時の比較対象
　ベニヤ製コンクリート型枠用合板

域外貢献量
1.82×103トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 5年間
域外貢献量算定時の比較対象
　回生機能のない充電・放電機能評価装置

域外貢献量
1.70×106トン（CO2換算）

製品使用年数 ： エネルギー供給1年間
域外貢献量算定時の比較対象
　�同規模のLNG火力発電所による電気の
供給

域外貢献量
6.18×103トン（CO2換算）

1台あたりのCO2削減量
6.31×103トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 15年間
域外貢献量算定時の比較対象
　当該製品の前機種である固体化
　MPレーダ

域外貢献量
5.23×103トン（CO2換算）

1台あたりのCO2削減量
5.54×10トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 7年間
域外貢献量算定時の比較対象
　当該製品の機能の一部をそれぞれ
　有する3種類の処理機

域外貢献量
6.92×102トン（CO2換算）

1台あたりのCO2削減量
1.44×102トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 20年間
域外貢献量算定時の比較対象
　当該製品の前機種である145kVガス
　絶縁開閉装置

域外貢献量
5.08×104トン（CO2換算）

1kLあたりのCO2削減量
1.50×10トン（CO2換算）

製品使用年数 ：  ー
域外貢献量算定時の比較対象
　納入先自動車会社において、これまで
　使用されてきた無段変速機（CVT）油

域外貢献量
2.99×105トン（CO2換算）

1kLあたりのCO2削減量
7.00トン（CO2換算）

製品使用年数 ：  ー
域外貢献量算定時の比較対象
　納入先自動車会社において、これまで
　使用されてきたエンジン油

域外貢献量
6.18×102トン（CO2換算）
※平成22年度納入実績を用いて算定

1台あたりのCO2削減量
8.60×102トン（CO2換算）

製品使用年数 ： 30年間
域外貢献量算定時の比較対象
　小型容量（50MW）数機の地熱
　タービン・タービン発電機
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各団体の支援内容の詳細や業務内容はこちらを御覧ください。
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事 業 者 支 援 の 紹 介

　弁護士による法律問題の相談、専門家による経営革新・経営課題・金融に関する相談を実施しています。
（川崎商工会議所　中小企業振興部　044-211-4114）

　課題解決、経営革新、新事業創出・新分野進出のための窓口相談、専門家派遣（有料派遣及び無料のワン
デイコンサルティング）を実施しています。　　　   （川崎市産業振興財団　経営支援課　044-548-4141）

　地域の事業者の皆様が抱える様々な経営課題解決のため、経営サポートセンターを設置し、経営サポート
メールによる情報配信、地域の中小企業支援機関と連携した支援等を実施しています。

（川崎信用金庫　経営サポートセンター　044-220-2456）

　認定・認証事業者が有する環境技術の情報発信や会員企業とのマッチングを支援しています。
（産業・環境創造リエゾンセンター　044-522-5455）

　事業者のニーズにあった融資商品を御用意。また、経営者の悩みや経営課題に対して、かわしんのノウ
ハウを活かしたアドバイスやサポートを実施しています。　　  （川崎信用金庫　業務部　044-220-2206）

　中小企業者を対象に各種資金を融資する中小企業融資制度を実施。一部制度では川崎市が信用保証協会
保証料の一部を補助しています。　　　　　　　　　　　   （川崎市経済労働局　金融課　044-544-1846）

　中小企業のための国・県・市の各種補助金・助成金の申請、制度融資等の申込みに係る事業計画等の作成、
資金繰りについての相談を実施しています。　　　  （川崎市産業振興財団　経営支援課　044-548-4141）

　無担保・無保証人で上限2000万円の国の制度融資を実施しています。
　　　   （川崎商工会議所　中小企業振興部　044-211-4114）

※各団体の融資には条件があります。詳細はお問い合わせください。

各団体の支援内容の詳細や業務内容はこちらを御覧ください。

◦公益財団法人 川崎市産業振興財団

◦川崎信用金庫

◦川崎商工会議所

◦NPO法人 産業・環境創造リエゾンセンター

産業振興財団サポートセンター

かわしん経営サポート

川崎商工会議所

川崎　リエゾンセンター

経営に関するサポートをします！経営に関するサポートをします！

事業資金の相談に乗ります！事業資金の相談に乗ります！

かわしん経営サポートメール

　光熱費などの経費が高く、削減を図りたい
方などに、省エネルギー診断を実施していま
す。診断後は改善に必要な費用や回収期間の
試算を行います。

（川崎市環境局地球環境推進室　044-200-3872）

　再生可能エネルギー源利用設備や省エネル
ギー型設備の導入をする方に、導入費用の一部
を補助します。補助金の支払いには別途審査
があります。なお、申請額が予算額に達した
時点で終了します。

（川崎市環境局地球環境推進室　044-200-3873）

中小企業
のみ対象

中小企業
のみ対象

中小企業の経営支援、専門家派遣

専門相談委員制度

環境技術の情報発信、マッチング支援

法人・個人事業主への融資など

公的補助金等申請、資金繰り相談など

小規模事業者（従業員20人以下、商業・サービス業は5人以下）への融資

光熱費削減のための
無料診断（省エネ診断）

設備導入費用の補助
（エコ化支援事業）

中小企業者等への融資

省エネ対策を支援します！省エネ対策を支援します！

事
業
者
支
援
の
紹
介



低CO2川崎ブランド  川崎メカニズム認証制度

印刷・発行　　平成29年2月
企画・編集　　低CO2川崎ブランド等推進協議会
連　絡　先　　川崎市環境局地球環境推進室（事務局）
　　　　　　　〒210-8577　川崎市川崎区宮本町1番地
　　　　　　　電話　044-200-3836
　　　　　　　FAX　044-200-3921
　　　　　　　Eメール　30titan@city.kawasaki.jp
　　　　　　　ホームページ　http://www.k-co2brand.com

低CO2川崎ブランド


